
事業再構築補助金検討前チェックフロー

売上が10%以上減少しているか

対象外
認定支援機関と一緒に

事業計画の策定と実行ができるか

対象外
3～5年で付加価値額（または従業員一人当たり付加価値額）

の年率平均3%以上増加を達成できる中小企業か

対象外 次のページへ

Yes

No

事業再編・中小企業卒業枠・中堅企業グローバルＶ字回復枠につい
ては、公募要領または再構築指針をご確認ください。
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チェック表

A

製品の新規性

B

市場の新規性

C
製造方法等の
新規性

D
設備撤去または
縮小要件

E

事業転換要件

F

業種転換要件

① 次のページか
らの判定フローを
元に、各項目の下
に○×を記入しま
す

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

② 〇がついた列を縦にすべて塗りつぶします
③ 横一行すべてに色がついた項目を最終ページ「事業再構築分類判定表」で確認しましょう
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Ａ 製品の新規性要件

過去に製造実績のある製品（商品・サービス）か

既存の製造設備で製造可能か

性能や効能が異なることを定量的に説明できるか

（計測不可能の場合はYes）

Ａに×をして

次のページへ
Ａに○をして次のページへ

Ａに×をして

次のページへ

Ａに×をして

次のページへ

Yes

No
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B 市場の新規性要件

新製品を販売することで、既存の製品の

売上減少が想定されるか

Ｂに○をして次のページへ
Bに×をして

次のページへ

Yes

No
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Ｃ 製造方法等の新規性要件

商品またはサービスの

提供方法を変更する取り組みか

過去に同じ方法で製造した

実績があるか

既存の製造設備で製造可能か

変更後の製造方法が定量的に性能や効能が

異なることを説明できるか（計測不可能の場合はYes）

Ｃに×をして

次のページへ
Cに〇をして次のページへ

Cに×をして

次のページへ

Ｃに×をして

次のページへ

Ｃに×をして

次のページへ

Yes

No
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Ｄ 設備撤去または縮小要件

製品の製造方法を

変更する取組か

既存設備の撤去を伴うか

既存店舗の縮小等を伴うか

Dに×をして

次のページへ
Dに〇をして次のページへ

Ｄに○をして次のページへ

Ｄに×をして

次のページへ

Yes

No
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E, F 事業または業種転換

本取組事業により主たる

業種が異なることになるか

本取組事業により主たる

事業が異なることになるか

ＥとＦに×をして判定表へ Ｅに〇をして判定表へ

Ｆに〇をして判定表へ

※「事業」とは直近の決算期における売上構成比率の最も高いものが属する「日本標準産業分類」の中分類・小分類または細分類の産業

※「業種」とは直近の決算期における売上構成比率の最も高いものが属する「日本標準産業分類」の大分類の産業
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事業再構築分類判定表

判定 分類 策定計画の必須要件

Ⅰ 新分野展開
【売上高10％要件】
３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製品等の売上高が、総売上高の
10%以上となる計画の策定

Ⅱ 事業転換
【売上高構成比要件】
３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製品等の属する事業が売上高構
成比の最も高い事業となる計画の策定

Ⅲ 業種転換
【売上高構成比要件】
３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製品等の属する業種が売上高構
成比の最も高い業種となる計画の策定

Ⅳ
or

Ⅴ
業態転換

【売上高10％要件】
３～５年間の事業計画期間終了後、新たな製品等の製造方法等による売上
高が、総売上高の10%以上となる計画の策定

※本資料は各事業再構築指針に該当する可能性を示したものであり、この判定結果が正しいことを保証するものではありません。補助
金申請の際は、必ず公募要領をご自身でご確認ください。合わせて各種支援機関へのご相談もご検討ください。
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